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２ トピックス | 消費者支援功労者表彰（徳島商業高校事例）
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２ トピックス | 消費者支援功労者表彰（徳島商業高校事例）



改正民法H30.6.13可決
成年年齢１８歳に引下げ(2022年４月１日施行)

、 歳の若年者が未成年者取消権を喪失することで悪徳

業者の標的とされ、若年者の消費者被害が拡大するおそれがあることから、それらの被害の防止や契

約の知識等を学ぶため、若年者に対する消費者教育の推進が必要となっております。

そこで、教育委員会と連携し、県内の高校を対象に消費者教育を重点的に推進します。

消費者庁と県が連携して実施しているプロジェクトについて

Ｈ２９年度
◆県内全高校で消費者庁作成「社会への扉」を活用した授業実施

平成 年度、徳島県内の全ての高校等（公立・私立・定時制課程含む

高校・特別支援学校・高等専門学校）計 校に対し、「社会への扉」を

活用した授業を実施

◆「社会への扉」活用促進に向けたデモンストレーション授業

を実施・ＨＰ等で公開

◆高校教員を対象とした指導者養成研修会の開催

◆生徒、教員アンケートを実施、効果を測定

◆授業実践報告会を開催

・ 徳島の取組を踏まえ、若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム

が決定（消費者庁、金融庁、法務省、文部科学省）

・ ２０２０年度までに、全都道府県の全高校で教材活用の授業実施を目指し、

働き掛けを行う。

Ｈ３０年度
◆県内全高校で消費者庁作成「社会への扉」を活用した授業を継続実施

◆「社会への扉」の活用事例集作成・公表

◆中学校教員を対象とした指導者養成研修会の開催

◆徳島発「中学生向け消費者教育教材」を作成

◆「社会への扉」を活用したデモンストレーション授業を拡大

◆授業実践報告会の拡大開催

◆生徒、教員アンケートを実施、効果を測定・検証

◆生徒フォローアップアンケート調査を実施、定着度合を検証

全国展開
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３ プロジェクト ｜ ①若年者向け消費者教育




